
令和 5 年 3 月

令和 5 年度 令和 14 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,941 円 4,089 円

3,941 円 3,839 円

3,941 円 3,856 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和元年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和元年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

27.1人/ha（令和3年度末)

　1箇所（辰野水処理センター）
  農業集落排水施設2施設（辰野北部処理区、沢底処理区）を令和4年度に統合

　無し

処 理 区 数
　2処理区（辰野処理区、羽北処理区）
  農業集落排水施設2施設（辰野北部処理区、沢底処理区）を令和4年度に統合

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　水循環資源循環のみち構想2022に基づき、農業集落排水施設2施設（辰野北部処理区、沢底処理
区）を公共下水道（辰野処理区）に統合した（令和4年度）。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和2年度 令和2年度

令和3年度 令和3年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

下水道使用料(税抜き)は、A基本料金と排出量毎に加算されるB従量料金の合計になる。
A基本料金　953円

B従量料金　1～10m3：1m3につき101円、11～20m3：1m3につき162円、21～40m3：1m3につき175円、41～

100m3：1m3につき185円、101m3～：1m3につき195円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

辰野町下水道事業経営戦略

　平成3年度（31年）

長野県上伊那郡辰野町

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

【経営の健全化・効率化】
①経常収支比率
　前年度と比較し4ポイント低下しているが、100％を超え類似団体平均値を約1ポイント上回り健全な状態である。
③流動比率
  前年度と比較し約20ポイント低下しているが、償還額の減少に伴い流動負債も減少することから今後は改善が見込まれる。
④企業債残高対事業規模比率
　前年度と比較し約360ポイント改善しており、償還額の減少に伴い、今後は減少傾向で推移していくことが予想される。
⑤経費回収率
　前年度と比較し約30ポイント低下しているが、100％を超え類似団体平均値を約15ポイント上回り健全な状態である。
⑥汚水処理原価
  前年度と比較し約45円増加しているが、類似団体平均値とほぼ同値となっている。
⑦施設利用率
  前年度と比較し約2ポイント低下しているが、類似団体平均値を約15ポイント上回っている。
⑧水洗化率
　前年度並みとなっており、概ね類似団体平均値と同値となっている。
【老朽化の状況】
①有形固定資産減価償却率、②管渠老朽化率、③管渠改善率
　現在のところ更新・修繕を要する箇所が少なく、①有形固定資産減価償却率、②管渠老朽化率は、類似団体平均値を下回っている。③
管渠改善率については、施設統廃合に伴う管渠新設により率が改善している状況である。

職 員 数

　建設水道課は下水道事業（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設）、浄化槽及び水
道事業のほか道路、河川事業、都市計画に関する業務に当たっています。職員給与費の予算措置につい
ては、公共下水道の総務事務に2人、水処理センター管理事務に1人（7ヶ月分）、事業に1人を、特定環境保
全公共下水道の水処理センター管理事務に1人（5ヶ月分）、農業集落排水施設の施設管理事務に1人（6ヶ
月分）を置いている状況である。
建設水道課
　建設管理係(建設部門の予算、公共物に関すること、占用に関すること等)
　建設工務係(道路、河川に関すること、災害復旧事業に関すること等)
　都市計画係(都市計画関連事項、河川、ダムに関すること等)
　住宅係(公営・町営・その他住宅に関すること、地籍調査に関すること等)
　上水道管理係(上水道の予算・決算に関すること、上水道使用料等に関すること等)
　下水道管理係(下水道の予算・決算に関すること、下水道使用料等に関すること、農業集落排水の維持管
理、浄化槽に関すること等)
　上水道工務係(上水道施設の維持管理、上水道施設の工事の設計、施工監理等)
　下水道工務係(下水道施設の維持管理、下水道施設の工事の設計、施工監理等)

　該当なし

　該当なし
資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　行政人口は、国立社会保障人口問題研究所の予測に基づいた辰野町人口ビジョンの推計を基にした人口の減少率を用いて、将来の人
口を推定した。処理区域内人口については、下水道事業の整備が概成していることから、現在の処理区域内人口に行政人口の減少率を
乗じて、各処理区の将来の処理区域内人口を推定した。水洗化率は向上するものの、処理区域内人口が減少することから、水洗化人口
は減少する見通しとなった。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当なし

　該当なし

 イ　指定管理者制度

　公共下水道と特定環境保全公共下水道の2事業は、処理場と中継
ポンプ場の運転管理を、下水道公社へ一括委託して施設運営経費
の削減に努めている。

民 間 活 用 の 状 況



（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

○適切で計画的な事業執行（投資の平準化）
　辰野町の公共下水道事業は、昭和63年に事業に着手し、平成3年度から平成15年度にかけて集中的に建設工事を実施し、施設整備は
完了している状況である。今後、施設の更新には多額な費用が発生することが予想されるため、適切な維持管理を行うとともに、設備を定
期的に点検・調査し、不具合箇所を適切に修繕するなど、ストックマネジメント計画に基づいた施設の長寿命化を行い、投資の平準化を図
る。
○効率的な事業執行（維持管理費の削減）
　これまでと同様に民間委託の活用により業務効率化とコスト縮減に積極的に取組む。また、将来人口の減少に伴って処理施設への流入
水量の減少が見込まれることから、将来、包括的民間委託に移行すべきか検討し、維持管理費の削減に努める。
○収入の確保と負担の適正化（下水道料金の適正化）
　公共下水道事業の経費回収率は、類似団体の平均値に比べると高くなっているが、収入の不足分は一般会計からの補てんで賄ってい
る。今後は財政基盤の強化のため、収入の増に取り組む必要がある。収入の確保のため、使用料の改定の必要性を定期的に検討し、必
要に応じて使用料の改定を行う。また、下水道の普及啓発活動を継続的に実施するとともに、水洗化率の向上を目指す。

有収水量の予測

　従量制の水量段階別に近年の動向を分析し、1～10m3/月、11～20m3/月、21～40m3/月、41～100m3/月の区分は、水洗化人口の予測

値から推定した検針数に直近の使用水量原単位を乗じ、減少傾向で予測した。101m3/月の区分は新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で実績が大きく変動していたため、影響前の令和元年度の実績を固定して水量を予測した。全体の有収水量は、今後、減少する見通しと
なった。

使用料収入の見通し

　従量制の水量段階別の検針数と使用水量の予測に、現使用料単価を乗じて将来の使用料収入を予測した。有収水量の減少と比例し
て、将来の使用料収入は減収する見通しとなった。

施設の見通し

　現状で下水道施設（管きょ、ポンプ場、処理場）の新規整備は完了しており、施設数の増加の予定はない。
　今後はストックマネジメント計画に基づいた改築、更新事業を進める予定である。なお、人口減少による処理水量の減少に併せて、改
築、更新は随時、機器類のダウンサイジングを行う予定である。

組織の見通し

　当面、組織改革、新たな民間委託の予定はなく、下水道事業に係る人員は現状維持となる見通しとした。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

○投資の目標に関する事項
　社会資本整備計画に基づき、下水道総合地震対策計画、ストックマネジメント計画で予定している平準化された耐震化工事
や長寿命化工事を確実に実施していく。
○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　令和5年度から令和14年度の経営戦略の期間内に処理場、中継ポンプ場の耐震化、長寿命化に係る点検・調査、設計、工事を
予定している。また、管きょについては、点検・調査を継続的に行う予定としている。
○広域化・共同化・最適化に関する事項
　計画に位置付けている農業集落排水施設の統廃合は令和4年度に完了しており、現時点で、広域化・共同化・最適化に関する
予定はない。
○投資の平準化に関する事項
　ストックマネジメント計画に基づいた投資の平準化を行う。
○民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　現時点で、PPP/PFIなどの活用への投資は計画していない。
○防災・安全対策に関する事項
　下水道総合地震対策計画に基づき重要施設の耐震化を進める予定である。また下水道BCPにおける定期訓練への参加や、年度
ごとに更新とブラッシュアップを行い非常時（震災、水害）に備える。
○その他
　B-DASH事業の実験施設（水処理施設）を公共下水道施設へ移管する予定である。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

○財源の目標に関する事項
　令和3年度の経費回収率は100％を超えており、使用料は現状の体系を維持する。また、一般会計からの繰入金は従来どおり
繰入基準内とする。
○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　下水道施設整備が完了している状況で、水洗化率は向上するが処理区域内人口が減少することで使用料収入は減収する見通
しである。当面、汚水処理費も減少する見通しであるため、使用料の見直しについては、5年に1度、改定の必要性を検討した
後に判断する予定である。
○企業債に関する事項
　建設改良費の財源の内、国庫補助金残分については下水道事業債を計画している。
○繰入金に関する事項
　従来どおり繰入基準内の繰入金とする。
○資産の有効活用に関する事項
　収入増につながる資産の有効活用は計画していない。

　建設改良費は、ストックマネジメント計画に基づく処理場等の更新費などを見込み、過度な投資とならない
よう、平準化した投資を行うことを目標する。

目 標

　令和3年度の経費回収率は100％を超えており、今後も経費回収率100％以上を目標とする。

目 標



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

　現時点で計画はない。

　当面は、現在の使用料体系を維持する予定であるが、5年に1回、使用料の改定の必
要性を検討する予定である。

使用料の見直しに関する事項

　その他の取組検討はない。

　今後、下水処理施設の改築及び汚泥有効利用施設の検討に当たっては、PPP/PFI手
法の導入可能性について検討する予定である。

　ストックマネジメント計画に基づいた投資の平準化を行っている。

　農業集落排水施設の下横川処理区を統合について検討を進めていく。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

○民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　委託費などの維持管理経費節減のため、事業内で一括契約の可能なものは実行し経費節減に努める。
○職員給与費に関する事項
　令和3年度の実績を基に給与費を算定し計画した。
○動力費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。
○薬品費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。
○修繕費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。
○委託費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　特になし。



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　事業の進捗確認を毎年度行うとともに、５年前後で見直しを行い、必要がある場合は計画の見
直しを図る。

職員給与費に関する事項 　当面は、現在の人員に必要な職員給料費を見込む。

動力費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

修繕費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

委託費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

その他の取組 　特になし。

薬品費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　施設の統合を図りながら、町内施設の一括包括的民間委託（事務委任による施設管
理者側一元化）の導入可能性も含めて、民間活力の活用方法を今後検討する予定であ
る。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 323,846 311,643 343,672 340,795 337,949 335,072 332,162 329,235 326,324 323,380 320,470 317,688
(1) 323,716 311,539 343,672 340,795 337,949 335,072 332,162 329,235 326,324 323,380 320,470 317,688
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 130 104 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 363,989 357,102 351,393 382,704 378,374 377,046 336,760 335,742 335,338 335,021 334,933 334,801
(1) 152,578 146,228 157,473 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606

152,578 146,228 157,473 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606

(2) 210,535 210,857 193,920 216,098 211,768 210,440 170,154 169,136 168,732 168,415 168,327 168,195
(3) 876 17

(C) 687,834 668,745 695,065 723,499 716,323 712,118 668,922 664,977 661,662 658,401 655,403 652,489
１． 540,234 546,951 522,734 549,619 542,971 541,472 538,002 535,601 534,247 533,182 532,877 532,464
(1) 20,977 21,277 23,472 23,472 23,472 23,472 23,472 23,472 23,472 23,472 23,472 23,472

8,993 9,268 10,224 10,224 10,224 10,224 10,224 10,224 10,224 10,224 10,224 10,224

11,984 12,009 13,248 13,248 13,248 13,248 13,248 13,248 13,248 13,248 13,248 13,248
(2) 120,180 125,963 130,205 130,969 131,747 132,542 133,353 133,353 133,353 133,353 133,353 133,353

24,184 25,005 28,136 28,699 29,273 29,859 30,457 30,457 30,457 30,457 30,457 30,457
2,970 3,476 3,912 3,991 4,071 4,153 4,237 4,237 4,237 4,237 4,237 4,237
5,373 5,390 6,066 6,188 6,312 6,439 6,568 6,568 6,568 6,568 6,568 6,568

87,652 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091 92,091
(3) 399,077 399,711 369,057 395,179 387,752 385,458 381,177 378,776 377,423 376,357 376,052 375,640

２． 81,808 71,000 61,036 53,302 44,213 36,024 28,468 21,939 16,576 11,926 8,089 5,369
(1) 81,783 71,000 61,036 53,302 44,213 36,024 28,468 21,939 16,576 11,926 8,089 5,369
(2) 25 0

(D) 622,043 617,950 583,770 602,922 587,183 577,496 566,469 557,540 550,823 545,108 540,966 537,833
(E) 65,791 50,794 111,295 120,577 129,140 134,622 102,452 107,436 110,838 113,293 114,436 114,655
(F)
(G) 15,615 2,365
(H) △ 15,615 △ 2,365 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50,176 48,430 111,295 120,577 129,140 134,622 102,452 107,436 110,838 113,293 114,436 114,655
(I)
(J) 326,418 227,541 251,010 248,909 246,830 244,729 242,604 240,466 238,340 236,189 234,064 232,032

49,205 83,428 92,033 91,263 90,500 89,730 88,951 88,167 87,387 86,599 85,820 85,075
(K) 517,734 533,961 98,427 396,578 760,697 125,717 17,388 374,871 799,280 261,925 261,925 261,925

386,534 359,825 66,328 267,246 512,618 84,718 11,718 252,618 538,618 176,506 176,506 176,506
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

53,837 92,469 17,045 68,678 131,734 21,771 3,011 64,919 138,416 45,359 45,359 45,359
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 323,846 311,643 343,672 340,795 337,949 335,072 332,162 329,235 326,324 323,380 320,470 317,688

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

令和5年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 119,500 149,900 39,710 121,863 231,005 41,400 5,000 113,330 241,155 81,536 81,536 81,536

19,500 49,900 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．

３． 250,300 246,110 234,865 272,586 232,424 257,142 272,586 272,586 272,586 241,589 241,668 203,288

４．

５．

６． 37,750 58,560 23,900 142,665 278,895 40,600 4,000 136,570 294,745 88,253 88,253 88,253

７．

８． 7,232 3,606 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９．

(A) 414,782 458,176 298,475 537,114 742,324 339,142 281,586 522,486 808,486 411,378 411,457 373,077

(B)

(C) 414,782 458,176 298,475 537,114 742,324 339,142 281,586 522,486 808,486 411,378 411,457 373,077

１． 50,922 162,681 66,328 267,246 512,618 84,718 11,718 252,618 538,618 176,506 176,506 176,506

2,637 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718 2,718

２． 561,449 542,094 525,183 531,023 502,416 481,642 447,585 407,521 349,511 317,440 260,133 196,571

３．

４．

５．

(D) 612,372 704,775 591,511 798,269 1,015,034 566,360 459,303 660,139 888,129 493,946 436,639 373,077

(E) 197,590 246,599 293,036 261,155 272,710 227,218 177,717 137,653 79,643 82,568 25,182 0

１． 188,542 188,854 175,137 179,081 175,984 175,018 177,716 137,653 79,641 116,238 58,773 33,309

２． 9,048 48,430 111,295 82,074 96,726 52,199 0 0 0 0 0 0

３．

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 197,591 237,283 286,432 261,155 272,710 227,217 177,716 137,653 79,641 116,238 58,773 33,309

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 4,388,355 4,044,676 3,635,516 3,364,105 2,923,863 2,481,278 2,187,087 2,078,732 1,842,827 1,664,230 1,549,195

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

152,578 146,228 157,473 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606

152,578 146,228 157,473 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606 166,606

250,300 246,110 234,865 272,586 232,424 257,142 272,586 272,586 272,586 241,589 241,668 203,288

124,940 128,643 122,765 142,482 142,482 142,482 142,482 142,482 142,482 142,482 142,482 142,482

125,360 117,467 112,100 130,104 89,942 114,660 130,104 130,104 130,104 99,107 99,186 60,806

402,878 392,338 392,338 439,192 399,030 423,748 439,192 439,192 439,192 408,195 408,274 369,894

令和13年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

計

そ の 他

令和10年度 令和11年度 令和12年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和12年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和13年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和5年度本年度



供用開始年月日 1992 年 3 月

処理区域内人口 18,892人

計算期間 自 2022 年 至 2031 年

（　 10年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

311,539 311,539 311,539

0 0

104 0

311,643 311,539 0 311,539

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 9,268 9,268 9,268

諸 手 当 0 0

福 利 費 12,009 12,009 12,009

25,005 25,005 25,005

3,476 3,476 3,476

5,390 5,390 5,390

0 0

0 0

92,091 92,091 92,091

147,240 147,240 0 147,240

薬 品 費

小 計

処
理
場
費

委 託 料

人
件
費

動 力 費

小 計

人
件
費

そ の 他

委 託 料

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

管
渠
費

人
件
費

給 料

そ の 他

修 繕 費

材 料 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

金　　　　　　　　額

金　　　　　　　　額

収　入　の　部

支　　出　　の　　部

項 目

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

原価計算表

項 目

使 用 料 (X)



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

金　　　　　　　　額
支　　出　　の　　部

項 目

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0 0 0 0

158,927 158,927

158,927 158,927 0 158,927

306,167 306,167 0 306,167

306,167

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 102%

＜使用料水準についての説明＞

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るも
の）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水
道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情
に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

一
 

般
 

管
 

理
 

費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

小 計

企 業 債 取 扱 諸 費

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

人
件
費


